


































































































































































































































5　 Festo Corp v. Shoketsu Kinzoku Kogyo Kabushiki Co., 535 U.S. 722, 122 S. Ct. 1831, 152 L. 
Ed. 944, 62 USPQ2d 1705 (2002).
6　 B.Braun Medical Inc., v. Abbott Laboratories, 124 F.3d 1419, 1425, 43 USPQ2d 1896 (Fed. 
Cir. 1997)(“Equitable estoppel, which bars a patentee from receiving relief, consists of three 
elements: (i)the patentee must communicate to the accused infringer (by words, conduct or 
silence) that the patentee will not pursue an infringement claim; (ii)the accused infringer must 
rely on that communication; and (iii)the accused infringer must establish that it would be 
materially prejudiced if the patentee is now permitted to proceed with the infringement claim. 
(citing A.C.Aukerman Co. v. R.L. Chaides Const. Co., 960 F.2d 1020, 1041-1043, 22 USPQ2d 





























（1883年法9条5項、1907年法68条参照。See also, THORNTON ON PATNETS (1910) at 151）
にある。
論　　説
60 金沢法学62巻１号（2019）
はなく、審査段階での出願人の主観の問題として、特許の保護範囲を制限す
る法理が必要とされ、これが特許保護範囲の制限・放棄という法理となった
のである。このようなドイツにおける経緯を考慮すると、審査経過を参酌す
ることが許されている日本において、あえて審査経過禁反言を信義則もしく
はそれに類する出願人の問題とする必要はなく、とりわけ、審査経過書類と
関係する法理としながら、一般的禁反言の一類型として審査経過禁反言を説
明することは比較法的にも論理的ではない10。
（未完）
10　審査経過禁反言（包袋禁反言）が一般の民事訴訟法原則としての禁反言と「無視し得
ない差異」を有することはすでに田村善之「判断機関分化の調整原理としての包袋禁反
言の法理」同『特許法の理論』（2009年・有斐閣）231－232頁でも指摘されているが、
そのような重大な問題がこれまで放置されてきたこと（性質の異なる審査経過禁反言と
一般民事法理である禁反言が同種とされたままになってきたこと）は、審査経過禁反言
に対して影響を与えてきた米国及びドイツにおける問題が十分に分析されてこなかった
ことに由来することは本稿が示した通りである。
